（３） 公共下水道の整備

大阪府内の市町村における下水道事業は、大阪市が明治27年頃に計画的な下水道　事業に着手したのが最初であり、その他の都市においては、いずれも戦後着手したものである。

まず、昭和24年に東大阪市が下水道事業に着手、その後、豊中市・岸和田市・　　堺市・守口市・池田市等が相次いで公共下水道事業に着手している。

さらに、昭和40年度には大阪府が広域下水道事業に着手し、昭和45年からは下水道法の改正に伴い、流域下水道事業と改称され、都道府県事業となり、これに伴い、府と市町村が協調しつつ下水道事業を実施することとなった。

以来、数次にわたる五箇年計画に基づき事業費は飛躍的に増大するところとなり、　平成５年度には、流域関連公共下水道・単独公共下水道及び、都市下水路等を含め、　下水道事業を実施する市町村は、全市町村（33市9町1村）に達した。
また、平成13年度末に全市町村（33市9町1村）供用開始を達成した。

なお、市町村が実施する下水道事業全般の指導・監督を適切に行い、下水道整備の　促進と普及率の向上に努めている。

（４） 下水道の維持管理

大阪府の流域下水道は、昭和47年7月に猪名川、安威川、寝屋川北部及び南部の　各流域で供用開始され、次いで昭和50年7月に淀川右岸、昭和55年7月に大和川下流南部、昭和60年6月に大和川下流西部、昭和61年11月に大和川下流東部、昭和62年4月に南大阪湾岸北部、平成元年4月に淀川左岸及び南大阪湾岸中部、平成5年7月に南大阪湾岸南部流域下水道が供用開始されている。

これらの供用開始された流域下水道の維持操作事務は、流域関連都市で構成する一部事務組合（猪名川流域のみ豊中市）で行い、府は、流域下水道施設（管路施設、ポンプ施設、処理場施設等）を適正かつ経済的に管理し、放流水の水質を常時良好な状態で　保つよう指導するとともに、事務執行の適正化を期すため補助金を交付していたが、一部事務組合は平成20年3月末をもって解散し、平成20年度より、流域下水道にかかる　業務を大阪府に一元化し、平成22年度には、なわて水みらいセンター、竜華水みらいセンターの2水みらいセンター（処理場施設）が新たに供用開始した。

また、日本下水道事業団の下水汚泥広域処理事業（エースプラン）廃止に伴い当該　施設が平成16年3月31日に府に移管されて以降、府が流域下水汚泥処理事業として、汚泥処理を実施している。一元化後は、鴻池水みらいセンターの汚泥処理施設、大阪南下水汚泥広域処理場及びその送泥施設の維持管理・運営にかかる事務を行っている。

予　算　執　行

当該年度予算の執行にあたり、地方自治法、大阪府財務規則及び関係法令を遵守し、　　効率的な執行を図るとともに、行政効果の向上に留意し、下記のとおり予算の適正執行に　努めた。

(ｱ) 歳　      入　

当該年度の歳入額は、一般会計3億2,946万3,000円、特別会計793億88万8,102円であり、その内容は次のとおりである。

　一般会計
	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率

	備　　　　　考

	繰入金
	　329,463,000 

(本課収入)
	100.00
	流域下水道事業特別会計繰入金

	合 　  　計
	329,463,000
　  （本課収入）
	 　100.00
	


特別会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	負担金
	円

24,264,004,219
（本課収入）
	％

30.60
	流域下水道事業負担金

	国庫補助金
	8,273,220,000
（本課収入）
	10.43
	流域下水道事業国庫補助金

	他会計繰入金
	22,017,481,000
（本課収入）
	27.76
	一般会計と公債管理特別会計の繰入金


	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	受託事業収入
	円

1,745,781,819 
本課収入

315,094,860 
流域下水道事務所収入
 1,430,686,959 
	％

2.20
　　　　　　
　　　　　　
	下水道事業受託金

	収益事業収入
	  622,725,540 

(流域下水道事務所収入) 
	   0.78
	太陽光発電売電事業収入

	雑入
	80,293,592 

本課収入

　　　　　　　　67,922,167
部内他課収入

　　　　348,539
流域下水道事務所収入
　　 12,018,818
他部局収入
4,068
	   0.10
	一般会計運用に係る運用利息収入他

	府債
	20,107,000,000
（本課収入）
	  25.36
	下水道事業建設費財源等、資金調達
のための地方債発行

	繰越金
	2,074,824,044
（本課収入）
	　 2.62
	前年度からの繰越金

	使用料
	  115,557,888 

(流域下水道事務所収入) 
	　 0.15
	行政財産使用料

	合　　計
	79,300,888,102 
　本課収入

 77,119,546,290
部内他課収入

348,539
流域下水道事務所収入
2,180,989,205
他部局収入
　　　　　4,068
	100.00
	


(ｲ) 歳　　　　出

当該年度の歳出額は､一般会計151億7,400万9,710円､特別会計767億7,908万1,588円
であり、その内容は次のとおりである。

一般会計
	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	都市整備総務費
	円
20,000
	％

0.0001
　　　 

　　　 
	大阪府下水道事業促進協議会
分担金

	流域下水道事業特別会計繰出金
	15,173,887,000
（本課執行）
	99.9992
	一般会計繰出金

	被災者支援事業費（熊本地震）
	102,710

（本課執行）
	0.0007
	

	合　　　計
	15,174,009,710
 　（本課執行）
	100.0000
	


特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	流　　域　　下　　水　　道　　費
	職員費
	円

2,845,324,844 

本課執行

271,855,814 

流域下水道事務所執行
 2,108,619,875 

他部局執行

   464,849,155 
	％

3.71
	人件費

	
	総務費
	1,536,847,665
本課執行

   1,424,048,127 

  部内他課執行

   52,288,001 

流域下水道事務所執行
 59,389,257 

他部局執行

1,122,280
	2.00
	事務費

	
	公債管理

特別会計繰出金
	35,282,708,151 
（本課執行）
	45.95
	

	
	維持管理費
	21,247,475,513 

本課執行

   76,075,055 

流域下水道事務所執行
21,171,202,722 

他部局執行

197,736 
	27.67
	流域下水道事業費、

補助金

	
	建設費
	円

15,158,816,276 

本課執行

3,898,270 

部内他課執行

926,640 

　流域下水道事務所執行
 15,152,019,145
他部局執行
1,972,221 
	 ％

19.74
	流域下水道事業費

	
	都市インフラを

活用した新エネ

ルギー政策の

推進事業費
	341,766,974
本課執行

15,616 

　流域下水道事務所執行
 341,751,358


	0.44
	

	
	一般会計繰出金
	329,463,000

（本課執行）
	0.43
	

	
	地方公営企業法

適用関連
事業費
	6,241,320

本課執行

1,242,000 

他部局執行

 4,999,320

	0.01
	資産評価業務委託料

	
	公営企業会計事業費システム関連事業費
	9,072,000
（本課執行）
	0.01
	

	
	各種協会負担金
	2,436,000

（本課執行）
	0.01
	

	
	ＰＣＢ廃棄物適正処理対策事業
	18,929,845

（流域下水道事務所執行）
	0.03
	

	合　　　計
	76,779,081,588 

本課執行

  37,400,814,033 

  部内他課執行 

  53,214,641
流域下水道事務所執行
38,851,912,202
他部局執行他 

473,140,712
	100.0 
	


(１)　経営グループ

室の人事管理、予算執行、一般庶務又は府施行事業及び補助事業における事業推進上の連絡調整並びに流域協議会等の運営、財務運営上の指導監督など所管事項の適正な執行　運営を図った。

ア．人事管理

服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実、かつ公正に職務の遂行を期するとともに、職場の明朗化と本府都市整備行政機関としての事務処理能率の向上に努めた。

イ．職員の衛生管理

常に職場環境の整備改善を図り、職員の健康保持と疾病予防に努めた。

ウ．流域協議会等の運営

流域下水道の一元化に伴い、流域下水道の建設及び維持管理の円滑な運営に資する　ため、流域毎に設置した『流域下水道協議会』の運営を通じて、大阪府と流域関連　　市町村との緊密な協議・調整に努めた。

○ 安威川、淀川右岸流域下水道協議会

○ 淀川左岸流域下水道協議会

○ 寝屋川北部流域下水道協議会

○ 寝屋川南部流域下水道協議会

○ 大和川下流流域下水道協議会

○ 南大阪湾岸流域下水道協議会

○ 寝屋川北部流域下水汚泥処理事業運営協議会

○ 南大阪湾岸流域下水汚泥処理事業運営協議会

○ 猪名川流域下水道制度検討会

エ．事務執行概要

①　歳　　　入　（特別会計）

	事　業　名
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	流域下水道施設

維持管理費

負担金
	維持管理に係る負担金について

関係市町村から徴収した。
	円

18,195,187,369 

（本課収入）
	下水道法

第31条の２

議決による

	流域下水汚泥

処理施設

維持管理費

負担金
	
	2,692,689,849

（本課収入）
	

	流域下水道施設

建設費

負担金
	流域下水道により利益を受ける

関係市町村（33市8町１村）から

次のとおり徴収した。
	3,319,634,125

（本課収入）

平成27年度

2,964,321,868

平成26年度

2,919,191,302 

 
	下水道法

第31条の２

議決による

	流域下水

汚泥処理施設

建設費負担金
	
	42,049,895

（本課収入）
	


	事 業 名
	収　入　状　況
	  収　入　済　額
	根 拠 法 令

	

	
	　　　　　　　　　 円


	

	流域下水道費

国庫補助金
	国土交通省都市・地域整備局

所管に係る下水道事業に対して

国庫補助金を収入した。


	8,273,220,000

（本課収入）

平成27年度

8,484,226,000

平成26年度

　  10,278,204,000 

 
	下水道法

補助金等

適正化法

	一般会計繰入金
	一般会計繰入金を収入した。
	15,173,887,000
（本課収入）
	

	特別会計繰入金
	公債管理特別会計繰入金を

収入した。


	6,843,594,000

　（本課収入） 
	

	事　業　名
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根 拠 法 令

	流域下水道

受託事業収入
	流域下水汚泥処理事業に係る

受託金について市から徴収した。（維持管理費）

（本課収入）


	315,094,860

（本課収入）
	下水道法

第31条の２

	流域下水道事業

雑入
	一般会計運用に係る運用利息

等の収入（本課収入）
	円

67,922,167

（本課収入）
	

	流域下水道債

他会計繰出債

借換債
	下水道事業建設費の財源等、

資金調達のための地方債を発行

	20,107,000,000

（本課収入）


	


②　歳　　　入（一般会計）

	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	流域下水道事業特別会計繰入金


	過年度事業費の精算に伴い発生した余剰金の戻入
	　　　　　　　　円
　　　329,463,000
　　（本課執行）

平成27年度

　　　354,490,000
平成26年度

　　　300,943,000

	


③　歳　　　出（一般会計）

	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	大阪府

下水道事業

促進協議会
	下水道に関する調査研究を行う

とともに、その急速な普及と健全

な発達を目的として活動している

団体に対し、大阪府下水道事業促

進協議会の会費として次のとおり

執行した。
	　円

20,000 

（本課執行）

平成27年度

20,000 

平成26年度

20,000 
	

	流域下水道事業

特別会計繰出金
	流域下水道事業特別会計に   繰出金を執行
	15,173,887,000

（本課執行）
	

	被災者支援事業費（熊本地震）
	熊本地震に関する災害支援のため次のとおり執行した。
	102,710
（本課執行）
	


②　歳　　　出（特別会計）

	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	総務費
	下水道事業を円滑に行うため

の事務費を執行した。
	円

1,424,048,127
（本課執行）
	


(2)　計画グループ
流域下水道の計画調査及び下水道研究調査に関する業務を行うとともに、下水道法に基づき、下水道法事業計画の変更（1件）の手続きを行い、また、市町村の公共下水道の下水道法事業計画変更に関する協議（11件）並びに　都市計画決定、同事業認可等の指導監督を行った。

※流域下水道都市計画決定および都市計画事業認可については該当なし。

ア．下水道法に係る法手続き一覧

	平成２８年度下水道法事業計画の変更(流域下水道)

	番号
	流域名
	届出年月日
	届出番号
	内容
	摘要

	1
	淀川右岸流域下水道
	H29.3.27
	下第2051号
	変更
	事業計画区域の変更、排水分区界の変更、主要な施設の変更、事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更


	平成２８年度下水道法事業計画変更に関する協議(公共下水道)

	番号
	都市名
	通知年月日
	通知番号
	内容
	摘要

	1
	泉佐野市

（南大阪湾岸中部）
	H29.2.1
	下第1842号
	変更
	事業計画区域の変更、事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	2
	泉佐野市

（南大阪湾岸南部）
	H29.2.1
	下第1843号
	新規
	事業計画区域の拡大、下水道法改正に伴う様式変更

	3
	貝塚市

（南大阪湾岸北部・中部）
	H29.2.20
	下第1905号
	変更
	主要な管渠の変更、事業計画区域の変更、処理分区界の変更、事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	4
	大阪狭山市

（大和川下流南部）
	H29.3.13
	下第1923号
	変更
	主要な管渠の変更、事業計画区域の変更、貯留施設の設置、下水道法改正に伴う様式変更

	5
	太子町

(大和川下流東部)
	H29.3.13
	下第1963号
	変更
	下水道法改正に伴う様式変更

	6
	千早赤阪村

(大和川下流東部)
	H29.3.13
	下第1965号
	変更
	主要な管渠の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	7
	高槻市

（淀川右岸）
	H29.3.24
	下第2009号
	変更
	事業計画区域の変更、処理分区界の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	8
	吹田市

（単独公共）
	H29.3.27
	下第2049号
	変更
	下水道浸水被害軽減総合計画策定の明記、下水道法改正に伴う様式変更

	9
	交野市
（淀川左岸）
	H29.3.29
	下第1993号
	変更
	主要な管渠の変更、事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	10
	東大阪市
（寝屋川南部）
	H29.3.29
	下第2035号
	変更
	事業計画区域の変更、事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	11
	枚方市

（淀川左岸）
	H29.3.29
	下第2062号
	変更
	主要な管渠の変更


(3)　建設グループ

　　流域下水道事業予算の総括および猪名川、安威川、淀川右岸、淀川左岸、寝屋川北部、

寝屋川南部、大和川下流西部、大和川下流東部、大和川下流南部、南大阪湾岸北部、　　南大阪湾岸中部、南大阪湾岸南部流域下水道事業の執行計画、交付金申請等に関する　　一般事務を執行した。

ア. 事務執行概要

①　歳　　　入

	事業名
	収入状況　
	収入済額
	根拠法令

	下 水 道 事 業
受　　託　　金
	大阪湾広域廃棄物埋立処分場整備　事業負担金の単独公共下水道分に　　おける受託収入である。
	円

111,580 

（流域下水道事務所収入）

平成27年度

123,120 

平成26年度

6,046 


	

	売電収入
	太陽光発電事業の売電収入である。
	622,351,949
	


②　歳　　　出

	事業名
	執行状況　
	執行済額
	根拠法令

	建設費


	水質汚濁防止、生活環境の改善、　浸水防除等を目的として、市町村の　行政区域にとらわれず広域的な下水道の根幹的施設を建設整備するもので　ある。


	円

15,086,304,572
平成27年度

15,040,497,442 

平成26年度

18,118,111,356 
	都市計画法
下水道法

	事業名
	執行状況　
	執行済額
	根拠法令

	建設費


	1． 猪名川流域下水道

611,974,440円　

流域下水道事務所執行

611,974,440円　

事業内容

処 理 場　　　　      1ヵ所

2． 安威川流域下水道

901,360,004円　

流域下水道事務所執行

                901,360,004円

事業内容

ポンプ場　　　　　　　4ヵ所

処 理 場　　　　      1ヵ所

3． 淀川右岸流域下水道

907,490,200円　

流域下水道事務所執行

907,490,200円

事業内容

ポンプ場　　　　　　　２ヵ所

処 理 場　　　　　　　１ヵ所

　　　 管   渠　　　　　Ｌ＝７２ｍ
	円
15,086,304,572


流域下水道事務所執行

15,084,332,351　

教育庁執行

1,972,221　

　　

　
	


	事業名
	執行状況　
	執行済額
	根拠法令

	建設費
	4． 淀川左岸流域下水道

52,816,320円　

流域下水道事務所執行

52,816,320円

　

事業内容

      処 理 場　　         １ヵ所

5． 寝屋川北部流域下水道

3,557,604,570円　

流域下水道事務所執行

3,557,601,900円　

　教育委員会執行

2,670円

事業内容

ポンプ場　　　　　　　２ヵ所

処 理 場　　　　　　　２ヵ所

6． 寝屋川南部流域下水道

6,343,826,206円　

流域下水道事務所執行

6,341,856,655円　

教育委員会執行

1,969,551円
事業内容

ポンプ場　　　　　　　４ヵ所

処 理 場　　　　　　　１ヵ所


	
	

	事業費
	執行状況　
	執行済額
	根拠法令

	建設費
	7． 大和川下流西部流域下水道

13,262,400円　

流域下水道事務所執行

13,262,400円　

事業内容

処 理 場　　　　　　　１ヵ所


	
	

	
	8． 大和川下流東部流域下水道

24,382,080円　

流域下水道事務所執行

　　　　　　　   24,382,080円

事業内容

処 理 場　　　　　　　１ヵ所

ポンプ場　　　　　　　１ヵ所


	
	

	
	9． 大和川下流南部流域下水道

29,061,720円　

流域下水道事務所執行

　　29,061,720円　

事業内容

処 理 場　　　　　　　１ヵ所

ポンプ場　　　　　　　２ヵ所


	
	

	事業名
	執行状況　
	執行済額
	根拠法令

	建設費
	10．南大阪湾岸北部流域下水道

1,229,796,376円　

流域下水道事務所執行

1,229,796,376円　

事業内容

処 理 場　　　　　　　１ヵ所

ポンプ場　　　　　　　１ヵ所

11．南大阪湾岸中部流域下水道

1,252,672,048円　

流域下水道事務所執行

1,252,672,048円　

事業内容

処 理 場　　　　　　　１ヵ所


	
	

	
	12．南大阪湾岸南部流域下水道

162,058,208円　

流域下水道事務所執行

162,058,208円　

　事業内容

処 理 場　　　　　　　１ヵ所

　　ポンプ場              ２ヵ所


	
	

	事業名
	執行状況　
	執行済額
	根拠法令

	建設費
	13．流域下水道単独事業
流域下水道事業のうち国庫補助　対象とならないものや受託事業に　ついて、次の事項を実施した。

72,511,704円　

　下水道室執行

3,786,690円　

　流域下水道事務所執行

63,113,434円　

　受託

5,611,580円　

· 大阪湾広域廃棄物埋設処分場整備事業負担金を含む


	　　　　　　　　
	

	事業名
	執行状況　
	執行済額
	根拠法令

	
[image: image1.emf]公 共 関 連 単 独 0円

単 独 施 行 施 設 0

公 共 関 連 単 独 0

単 独 施 行 施 設 0

公 共 関 連 単 独 0

単 独 施 行 施 設 2,423,520

公 共 関 連 単 独 1,217,527

単 独 施 行 施 設 0

公 共 関 連 単 独 410,400

単 独 施 行 施 設 0

公 共 関 連 単 独 0

単 独 施 行 施 設 0

公 共 関 連 単 独 0

単 独 施 行 施 設 6,220,592

公 共 関 連 単 独 0

単 独 施 行 施 設 5,080,111

公 共 関 連 単 独 0

単 独 施 行 施 設 19,747,791

公 共 関 連 単 独 0

単 独 施 行 施 設 12,998,671

受託（単独公共下水道） 5,500,000

公 共 関 連 単 独 0

単 独 施 行 施 設 11,380,831

公 共 関 連 単 独 0

単 独 施 行 施 設 3,633,991

公 共 関 連 単 独 46,270

単 独 施 行 施 設 3,740,420

受託（単独公共下水道） 111,580

計 72,511,704

公 共 関 連 単 独 1,674,197

単 独 施 行 施 設 65,225,927

受託（単独公共下水道） 5,611,580

南大阪湾岸南部

内 訳

寝 屋 川 南 部

大和川下流西部

大和川下流東部

大和川下流南部

南大阪湾岸北部

事 業 費

猪 名 川

全 流 域

安 威 川

淀 川 右 岸

淀 川 左 岸

寝 屋 川 北 部

流 域 名 事 業 名

南大阪湾岸中部




（4） 維持管理グループ

　　流域下水道維持操作事務府費補助金の交付、流域下水道の供用開始、流域下水道施設、流域下水汚泥処理施設の維持管理・運営にかかる事務を執行した。

1. 事業執行概要

①　歳　　　出

	事　業　名
	執　　行　　状　　況
	執行済額
	根拠法令

	流域下水道

施設維持

管理費
	流域下水道施設の維持管理及び運営を行う　ものである。
	円

17,911,891,081 
	

	
	1． 安威川流域下水道

2,996,879,999円
	
	

	
	2． 淀川右岸流域下水道

2,196,155,049円
	
	

	
	3． 淀川左岸流域下水道

1,478,218,449円
	
	

	
	4． 寝屋川北部流域下水道

2,607,603,621円
	
	

	
	5． 寝屋川南部流域下水道

3,846,402,995円
	
	

	
	6． 大和川下流西部流域下水道

1,353,356,245円
	
	

	
	7． 大和川下流東部流域下水道

852,832,915円
	
	

	
	8． 大和川下流南部流域下水道

741,156,912円
	
	

	
	9． 南大阪湾岸北部流域下水道

941,352,774円
	
	

	
	１０・南大阪湾岸中部流域下水道

492,477,607円
	
	

	
	１１．南大阪湾岸南部流域下水道

405,454,515円
	
	

	事　業　名
	執　　行　　状　　況
	執行済額
	根拠法令

	流域下水汚泥

処理施設維持

管理費
	下水汚泥の安定した処理処分を目的と　　して、公共下水道から発生する下水汚泥　（受託）を流域下水道から発生する下水汚泥とまとめて効率的に処理する施設の維持管理を行うものである。
	　　　　　　　　円

3,233,985,197 


	

	
	1． 寝屋川流域下水汚泥処理事業

1,112,545,346円
	
	

	
	2． 南大阪湾岸流域下水汚泥処理事業

2,121,439,851円
	
	

	流域下水道　維持操作事務補助金
	大阪府の流域下水道は平成20年度に　　一元化され、建設・維持管理とも大阪府で　行うこととなったが、猪名川流域については、従来どおり豊中市が維持管理を行って　いる。府は流域下水道の管理者として適正な維持管理が行われるように豊中市の維持操作事務のうち、雨水排除事務費に対し4.5/10以内、水質管理事務費、高度処理事務費に　対し1/2以内、環境対策事務に対し1/4以内の府費補助を行うものである。
	52,359,000 

（本課執行）
	大阪府

流域下水道　維持操作事務府費補助金交付要綱

	流域下水道

事業

単独施行

施　　設
	大阪湾広域廃棄物埋立処分場整備事業は、内陸部において廃棄物処理場を確保することが極めて困難な状況にあることから、広域的な処理を行う最終処分場を海面に確保する　もので、大阪湾広域臨海環境整備センターが事業を施行し、基本協定に基づき負担金を　支出するものである。
	3,852,000 

（本課執行）
	広域臨海

環境整備

センター法


事　　業　　名�
負担対象事業費�
負　　担　　率�
負　　担　　金�
�



猪名川流域下水道�
円


719,982,000�



1/4 ・ 1/6�
円


121,738,000�
�
安威川　　　〃�
938,168,000�
1/4 ・ 1/6�
184,019,000�
�
淀川右岸　　〃�
1,005,017,000�
1/4 ・ 1/6�
212,326,500�
�
淀川左岸　　〃�
53,012,000�
1/4 ・ 1/6�
13,253,000�
�
寝屋川　　　〃�
9,542,241,000�
1/4 ・ 1/6�
2,250,727,361�
�
大和川下流　〃�
67,344,000�
1/4 ・ 1/6�
18,133,101�
�
南大阪湾岸　〃�
2,526,610,000�
1/4 ・ 1/6�
511,043,000�
�
小　　　　計�
14,852,374,000�
�
　3,311,239,962�
�
単　　　　　　独�
100,512,000�
1/2･1/1･受託�
50,444,058�
�
合　　　　計�
  14,952,886,000�
�
3,361,684,020�
�






種別�
収　入　済　額�
�
流域下水道債�
円


3,867,000,000�
�
他会計繰出債�
3,258,000,000�
�
借換債�
12,982,000,000�
�
合計�
20,107,000,000�
�
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		流域名 リュウイキメイ						事業名 ジギョウメイ						事業費 ジギョウヒ

				猪名川 イナガワ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				0		円 エン

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				0

				安威川 アイカワ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				0

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				0

				淀川右岸 ヨドガワウガン						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				0

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				2,423,520

				淀川左岸 ヨドガワサガン						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				1,217,527

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				0

				寝屋川北部 ネヤガワホクブ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				410,400

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				0

										受託（単公） ジュタクタンコウ				0

				寝屋川南部 ネヤガワナンブ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				0

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				0

				大和川下流西部 ヤマトガワカリュウセイブ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				0

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				6,220,592

										受託（松原市） ジュタクマツバラシ				0

				大和川下流東部 ヤマトガワカリュウトウブ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				0

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				5,080,111

				大和川下流南部 ヤマトガワカリュウナンブ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				0

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				19,747,791

				南大阪湾岸北部 ミナミオオサカワンガンホクブ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				0

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				12,998,671

										受託（単独公共下水道） ジュタクタンドクコウキョウゲスイドウ				5,500,000

				南大阪湾岸中部 ミナミオオサカワンガンチュウブ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				0

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				11,380,831

				南大阪湾岸南部 ミナミオオサカワンガンナンブ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				0

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				3,633,991

				全流域 ゼンリュウイキ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				46,270

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				3,740,420

										受託（単独公共下水道） ジュタクタンドクコウキョウゲスイドウ				111,580

				計 ケイ										72,511,704

				内訳 ウチワケ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				1,674,197

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				65,225,927

										受託（単独公共下水道） ジュタクタンドクコウキョウゲスイドウ				5,611,580






